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磐城森林計画区の第６次地域管理経営計画の変更について 

 

【変更理由】 

 次の理由から国有林野管理経営規程（平成11年農林水産省訓令第２号）第６条第９項の規定に

基づき変更するものである。 

 

１ 国有林野管理経営規程第４条第１項第１号ウが、「森林の流域管理システムの下での森林・

林業再生に向けた貢献に必要な事項」から、「森林・林業施策全体の推進への貢献に必要な事

項」に変更されたことを踏まえ、現行の地域管理経営計画書の１－（３）を「森林・林業施策

全体の推進への貢献に必要な事項」に変更し、必要な記述を行う。 

 

２ 森林施業の集約化を目的とした主伐及び間伐を追加するため、伐採総量及び更新総量を変更

する。 

 

３ 国有林野管理経営規程第４条第１項第６号が、「公益的機能維持増進協定に基づく林道の開

設その他国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野の整備及

び保全に関する事項」から、「国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認めら

れる民有林野の整備及び保全等に関する事項」に変更されたことを踏まえ、現行の地域管理経

営計画書の５を「国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野

の整備及び保全等に関する事項」に変更し、必要な記述を行う。 

 

 なお、本変更計画は、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【変更項目】 

１ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項 

（３） 森林・林業施策全体の推進への貢献に必要な事項 

国有林野の管理経営に当たっては、県や市町村を始めとする幅広い民有林関係者等と密接

な連携を図りながら、森林の有する多面的機能の発揮を基本としつつ、その組織・技術力・

資源を活用して民有林に係る施策を支え、森林・林業施策全体の推進に貢献していくことと

する。 

このため、森林・林業基本計画に掲げる「新しい林業」の実現、担い手となる林業経営体

の育成、国産材の安定供給体制の構築等に向け、特に次に掲げる取組を推進する。 

また、これらの取組に当たっては、機能類型区分の管理経営の考え方を踏まえ、水源涵養

タイプに区分された人工林のうち自然条件や社会的条件から持続的な林業生産活動に適した

ものを特に効率的な施業を推進する森林として設定し、民有林関係者に分かりやすい形で効

果的に進める。 

 

① 「新しい林業」の実現に向けた効率的な施業の推進と民有林関係者への普及 

   伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする「新しい林業」の実現に向け

て、民有林への普及を念頭に置き、林業の省力化や低コスト化等に資する技術開発・実証を

推進するとともに、事業での実用化を図り効率的な施業を推進する。 

   特に、造林の省力化や低コスト化に向けて特定苗木等新たな手法の事業での活用を進める

とともに、レーザ計測やドローン等を活用した効率的な森林管理・木材生産手法の実証等に

積極的に取り組む。 

   また、こうした成果については、現地検討会やホームページでの結果の公表等を通じて、

民有林関係者等への普及・定着に取り組む。 

   加えて、事業発注を通じた施策の推進や全国における多数の事業実績の統一的な分析等が

可能な国有林野事業の特性を活かし、工程管理の手法や改善等生産性向上に効果的な手法の

普及・定着を図る取組を推進する。 

 

② 林業事業体・林業経営体の育成 

林業従事者の確保等に資する観点から、事業発注者という国有林野事業の特性を活かし、年

間の発注見通しや市町村単位での将来事業量の公表を行いつつ、安定的な事業発注に努める

とともに、若者雇用、安全対策、技術力向上の取組等を評価・加点する総合評価落札方式や事

業成績評定制度の活用、複数年契約によるまとまった面積の間伐等事業の実施、労働安全対策

に配慮した事業実行の指導などにより、林業事業体の育成に取り組む。 

また、森林経営管理制度に係る林業経営体の受注機会の拡大に配慮する。さらに、分収造林

制度を活用した経営規模拡大の支援に取り組む。 

 

 ③ 市町村の森林・林業行政に対する技術支援 

森林経営管理制度の取組が進む中で、森林総合監理士（フォレスター）の資格を有する職

員等を活用しつつ、市町村のニーズに応じて、森林・林業技術に関する現地検討会等への市



町村職員等の受入れや公的管理を行う森林の取扱い手法の普及など、県と連携して市町村の

森林・林業行政等に対する技術支援に積極的に取り組む。 

 

 ④ 森林・林業技術者等の育成支援 

    大学や林業大学校等の研究・実習等へのフィールドの提供等を通じ、森林・林業技術者の

育成を支援するとともに、林業従事者の育成に向けた取組に努める。 

 

（４）主要事業の実施に関する事項 

  ① 伐採総量 

（単位：㎥） 

区  分 主  伐 間  伐 臨時伐採量 計 

計 
619,702 

 

121,713 

（1,222） 

814,000 

 

1,555,415 

 

（注）１ 間伐欄の（ ）は、間伐面積（ha）。 

        ２ 臨時伐採量には、避難指示区域以外の区域で行う事業実行に伴う支障木等

の伐採量のほか、避難指示区域の森林施業の再開が可能となった場合に実施

する主伐及び間伐の材積を含む。 

 

② 更新総量 

 （単位：ha） 

区  分 人工造林 天然更新 計 

計 1,405 127 1,532 

 

５ 国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野の整備及び保全

等に関する事項 

 

（１）民有林と連携した施業や民有林材との協調出荷の推進に関する事項 

地域における施業集約化の取組を支援するため、民有林と連携することで事業の効率化  

森林経営管理制度の導入に資する区域については、森林共同施業団地を設定し、民有林野と

連結した路網の整備と相互利用の推進、計画的な間伐等に取り組む。 

また、森林共同施業団地や、国産材の流通合理化のニーズが高い地域等においては、国材 

の安定供給体制の構築に資するよう路網や土場の共同利用やこれまでの「システム販売」の

実績や経験を活かして民有林材との協調出荷等に取り組む。 

 

（２）公益的機能維持増進協定の締結に関する基本的な方針 
国有林野に隣接・介在する民有林野の中には、小規模で孤立分散し立地条件が不利である

こと等から森林所有者等による整備及び保全が十分行われていないものがみられ、その位置



関係等により、当該民有林野における土砂の流出等の発生が国有林野の発揮している国土保

全等の公益的機能に悪影響を及ぼす場合や、鳥獣、病害虫、外来種その他の森林の公益的能

に悪影響を及ぼす動植物の繁殖が国有林野で実施する駆除等の効果の確保に支障を生じさせ

る場合がある。 

このため、このような場合において、公益的機能維持増進協定制度を活用し、国有林野の

有する公益的機能の維持増進を図るため有効かつ適切なものとして、森林施業の集約化を図

るための林道や森林作業道の開設とこれらの路網を活用した間伐等の施業、地域の森林にお

ける生物多様性の保全を図る上で必要となる外来種の駆除等を民有林野と一体的に実施する

取組を推進することとし、このことを通じて民有林野の有する公益的機能の維持増進にも寄

与する。 

また、公益的機能維持増進協定の締結に当たっては、間伐等の森林整備、林道等の開設・

改良並びに作業路網その他の施設の設置等、国有林野事業と一体的に実施する。その際、民

有林野の森林所有者等にも原則として相応の費用負担を求めるなど、合理的な役割分担の下

での一体的な森林の整備及び保全の実施に向けた条件整備を進める。 

 

（３）その他必要な事項 

    特になし。 

 

 

 


